
１．法人本部事業報告 

 

 平成22年度は、法人の基本理念及び経営理念に則り、理念の浸透および周知を図りつつ、めまぐる

しく変遷している昨今の福祉環境のなか、安定経営を目指してまいりました。 

 各拠点事業所の直接処遇部門の総括担当の退職に伴い、より一層法人一丸となり事業所の運営を行

うように努めました。 

 ３月11日に起きた、東日本大震災への対応として、対策本部を設置し、各事業所間の連絡を密にし、

影響を最小限にとどめるようにいたしました。 

 

 また主要課題に掲げた具体的な活動計画の内容といたしまして、 

 

（１）児童・利用者の権利擁護についての取り組み 

  権利擁護の法人研修開催の準備をいたしました。 

（２）サービスの向上を目的とした、第三者評価受診（知的障害者分野）に向けた取組み 

  引き続き受診に向けた準備を行いました。 

（３）法人による職員研修 

  権利擁護の法人研修開催の準備をいたしました。 

（４）パンフレット・ホームページ等、事業広報及び周知への取組み 

  作成の準備を行いました。 

（５）キャリアパス制度構築に向けた取組み 

  制度構築に向けた準備を行いました。 

（６）社会福祉法人栄光会との連携 

  引き続き、連携に向けた準備を行いました。 

（７）会計の新基準導入に向けた情報収集 

  情報収集を行い、円滑な移行が行える準備を行いました。 

 

 継続的な重点目標について、 

  ① 会計経理事務の更なる合理・効率化へ向けた取り組みについては、コンピューターシステム

の内容の見直しを行い、より効率的な運用を行えるようにいたしました。 

 

  ② 法人経営安定化への取り組みについては、経営指標に基づき活動いたしました。 

 

  ③ 人事管理の一元化への取り組みについては、障害者支援施設間、児童養護施設間の人事異動

を行いました。 

 

  ④ 老朽化の進むさがみ野ホームについての対策については、引き続き検討を行いました。 

 

２． 理事会の開催状況 

平成 22 年５月 21 日 平成 21 年度事業報告（案）について 

平成 21 年度決算報告（案）について 

鎌倉児童ホーム管理規程改定について- 

鎌倉児童ホーム児童指導マニュアル制（改）定について定款変更について  

就業規則（知的分野）改定について  

神奈川県債の購入について  

社会福祉法人聖音会 監事選任の同意について  

社会福祉法人聖音会 理事選任の同意について 

社会福祉法人聖音会評議員の選任及び同意について  

社会福祉法人聖音会理事長の互選。および常務理事の委嘱。および職務代理者

の選任について 



平成 22 年９月９日 福祉・介護職員処遇改善事業に係るキャリアパス要件について（知的障害者分野） 

綾瀬ホーム短期入所強化事業について 

平成 22 年 11 月 10 日 さがみ野ホーム基盤整備事業について  

綾瀬ホーム外部改修等事業について 

平成 21 年 11 月 18 日 指導監査の指摘事項の改善措置について  

社会福祉法人聖音会 非常勤等臨時職員就業規則改正について 

平成 22 年１月 28 日 障害分野における介護従事者処遇改善事業について 

鎌倉児童ホームの施設長の任免について 

平成 23 年３月 17 日 平成 22 年度補正予算（案）について  

平成 23 年度事業計画について  

平成 23 年度予算（案）について       

綾瀬ホームゆめハイツの廃止について  

東北地方太平洋沖地震の対応について 

綾瀬ホーム土地取得について 

 

 

 

３．評議員会の開催状況 

平成 22 年５月 21 日 平成 21 年度事業報告（案）について  

平成 21 年度決算報告（案）について 

鎌倉児童ホーム管理規程改定について  

鎌倉児童ホーム児童指導マニュアル制（改）定について 

定款変更について  

就業規則（知的分野）改定について  

神奈川県債の購入について  

社会福祉法人聖音会 理事及び監事の選任について 

平成 22 年 11 月 18 日 指導監査の指摘事項の改善措置について  

社会福祉法人聖音会 非常勤等臨時職員就業規則改正について 

平成 23 年３月 17 日 平成 22 年度補正予算（案）について  

平成 23 年度事業計画について  

平成 23 年度予算（案）について       

綾瀬ホームゆめハイツの廃止について  

東北地方太平洋沖地震の対応について 

綾瀬ホーム土地取得について 

 

 

 

４．監事監査の実施状況 

平成 22 年 5 月 19 日 平成 21 年度の法人内職務執行状況・財産状況について 

 


